
平成23年度生活衛生関係営業対策事業費補助金＜特別課題＞採択一覧① 

番
号 

課題 
種別 

事業計画 
者名 事業名 事業概要 

国庫補助
予定額 
(千円) 

１ 特別 
課題2 

全国理容生活
衛生同業組合
連合会 

消費者ニーズに対応した技術
の開発・普及 

 「就活ヘア」のマニュアル策定、技術講習会の開催等 
    により、消費者ニーズに対応し、業界振興を図る。 

8,000 

２ 特別 
課題15 

全国理容生活
衛生同業組合
連合会 

平成２３年(2011年)東日本大
震災被災地において生活衛
生関係営業による地域の再
生に資する事業 

 被災理容師に訪問理 容キット(350セット)を配布し、  
  被災理容師の自立復興支援を行う 
  仮設店舗を活用した仮設理容店を運営し、被 災理 
   容師の自立復興支援を行う。 

24,255 

３ 特別 
課題15 

岩手県理容生
活衛生同業組
合 

理容組合被災者復興支援事
業 

  被災理容師に対する物資の供給、理容ボランティア 
    の実施、訪問理容の促進、仮設店舗支援等を通じ 
    て、理容業者の自立復興、地域再生を支援する。 

16,750 

４ 特別 
課題15 

東京都理容生
活衛生同業組
合 

社会ニーズに応える髪型の提
案と業界活性化の事業 

 「復興ヘア（スマイルカット）」のマニュアル策定、技術講 
   習会の開催等により、消費者ニーズに対応し、業界振 
   興を図る。 

1,440 

５ 特別 
課題15 

岩手県美容業
生活衛生同業
組合 

東日本大震災復興支援事業 
 被災組合員の相談支援、訪問美容キット配布によ 
  る営業支援、仮設店舗入居支援等を通じて、美容 
   業者の自立復興、地域再生を支援する。 

23,587 

６ 特別 
課題15 

山形県美容業
生衛組合 

地域生衛業による地域経済
復興支援事業 

 着物を着て地域散策等のイベントを開催し、美容業 
   をはじめ地域生衛業を中心に震災により疲弊した地 
   域経済の活性化をめざす 

2,500 

７ 特別 
課題15 

全国興行生活
衛生同業組合
連合会 

３．１１被災者支援 THE 
MOVIE 

 被災地組合と連携し、被災地における体育館・ホー 
   ル・避難所等における移動映画上映を通じ、被災者 
   のメンタルケアを促進する。 

3,764 

８ 特別 
課題15 

全国クリーニング
生活衛生同業
組合連合会 

被災地復興支援クリーニング
工場設置事業 

 被災クリーニング事業者が共同で利用できる復興支 
   援クリーニング工場を設置し、被災クリーニング事業者 
   の自立復興支援を行う 

34,000 

９ 特別 
課題5 

全国クリーニング
生活衛生同業
組合連合会 

新クリーニング機税制の活用
促進事業 

  新型クリーニング機税制を周知・普及することによる     
    当該税制の利用促進及び環境中への排出量の削 
    減を目指す。 

1,000 
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10 特別 
課題4 

全国クリーニング
生活衛生同業
組合連合会 

クリーニング師研修の受講率
向上 

  各地域ごとの受講促進意見交換会の開催、周知チ 
    ラシの配付、ホームページにおける受講者氏名の公開 
    等を通じ、クリーニング師研修の受講率の向上を図る。 

6,000 

11 特別 
課題13 

東京都クリーニ
ング生活衛生
同業組合 

後継者等が健全な経営で業
に加わるための経営モデルの作
成 

  実現性の高い経営モデルの策定とその普及により、 
   組合員店の経営の安定化を図ることにより、事業承 
   継を円滑化し、後継者育成を図る。 

1,750 

12 特別 
課題6 

全国公衆浴場
業生活衛生同
業組合連合会 

「エコセンのすすめ」推進事業
（児童を対象とした「浴育」の
普及） 

  児童を対象に、日常的な生活マナーを学ぶ「浴育」 
   事業の展開に合わせ、銭湯を利用することによる節 
   電・二酸化炭素排出量の削減を普及する「エコセン」 
   を普及し、業界の振興を図る。 

5,075 

13 特別 
課題15 

全国公衆浴場
業生活衛生同
業組合連合会 

被災者元気回復支援事業 
 被災地の公衆浴場を無料開放し、被災地におけ る 
 被災者の入浴ニーズに対応し、復興に向けた元気支援 
 を行う 

25,605 

14 特別 
課題15 

宮城県麺類飲
食業生活衛生
同業組合 

復興・自立支援プロジェクト 
  県内２カ所に仮設店舗を設置し、被災組合員の自 
   立復興及び被災地域の復興支援を促進する。 20,500 

15 特別 
課題15 

埼玉県麺類業
生活衛生同業
組合 

東日本大震災復興支援そば
スタンプラリー 

   組合加盟店によるスタンプラリーを実施し、利用拡 
   大による経営の安定化と義援金を募り被災地に送金 
   することにより、復興支援を促進する。 

1,312 

16 特別 
課題8 

全国氷雪販売
業生活衛生同
業組合連合会 

休止組合の活動再開支援及
び振興計画未認定県の解消
に関する事業 

   活動休止組合の地域における同業者に対するアン 
   ケート調査等を通じて活動再開支援に関する問題点 
   等の整理を行う。 
   また、振興計画未策定県に対する策定促進の指 
   導を展開する。 

4,000 

17 特別 
課題16 

全国食肉生活
衛生同業組合
連合会 

食肉衛生管理等情報普及啓
発事業 

   食肉の衛生的な処理・加工及び正しい取扱い方 
   法等の知識を普及啓発するための講習会を開催し、 
   食肉販売店における衛生管理の向上を図る。 

6,000 
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18 特別 
課題16 

千葉県食肉生
活衛生同業組
合 

食中毒予防のための正しい知
識普及啓発事業 

   食中毒事故防止に関する講習会の開催、店舗向 
   け・消費者向けリーフレットの作成・配布により、食中 
   毒事故防止に関する知識の啓発を図る。 

1,600 

19 特別 
課題15 

岩手県飲食業
生活衛生同業
組合 

被災組合員支援事業 

   被災組合員の相談対応、被災組合員による弁当 
  配食事業支援、被災地における炊き出し等により、被 
   災組合員の自立復興及び被災地域の復興支援を行 
   う。 

9,791 

20 特別 
課題13 

東京都飲食業
生活衛生同業
組合 

後継者育成のための事業 

   調理師学校生徒を対象に新メニューコンクールの開 
   催、入賞作品のメニュー化を推進することにより、若年 
   層の飲食業界に対する興味を促進し、業界の後継 
   者育成を図る。 

1,200 

21 特別 
課題15 

全国飲食業生
活衛生同業組
合連合会 

調理器具支援物資の配付に
よる自立復興支援事業 

 営業再開を希望する飲食店業者500件に包丁・まな 
   板・消毒液等の調理機材セットを配布し、被災飲食    
   店業者の自立復興支援を行う 

3,200 

22 特別 
課題15 

宮城県寿司商
生衛組合 

東日本大震災の被害・復興
の記録及び「復興巻き」事業 

 被災した県内すし業者の被災の状況、復興・営業再  
  開までの道のりを記録として保存し、必要な支援策等 
   を探る 
 地元産食材を利用した組合員店統一メニュー「復興 
   巻き」を開発し、すし業者及び地域復興のシンボルとし 
   て復興を促進する 

4,654 

23 特別 
課題15 

岩手県すし商
生活衛生同業
組合 

被災組合員支援事業 

   被災組合員に対する相談対応、復興支援イベン 
   トの開催、被災地における炊出しの実施、宅配・仕 
   出しサービスの展開等により、被災組合員の自立復 
   興及び被災地の復興支援を図る。 

9,834 

24 特別 
課題16 

全国食鳥肉販
売業生活衛生
同業組合連合
会 

消費者への鶏肉の知識普及
促進 

   地域の生衛組合等で活用すべく、食品衛生に関す 
   るテキスト及びガイドブックを作成・配布し、地域におけ 
  る講習会の開催等を指導し、食中毒事故防止を図 
   る。 

4,000 
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25 特別 
課題16 

愛知県食鳥肉
販売業生活衛
生同業組合 

消費者への鶏肉の知識普及
促進 

   全国食鳥肉連合会が作成するテキスト及びガイド 
   ブックを活用し、事業者及び消費者向けの講習会を 
   開催し、食中毒事故発生の予防を図る。 

1,600 

26 特別 
課題16 

香川県食鳥肉
販売業生活衛
生同業組合 

鶏肉の衛生管理及び鶏肉知
識普及事業 

   消費者が参集するイベントにおいて、全国食鳥肉連 
   合会が作成するガイドブックを消費者に普及し、食中 
   毒事故の防止を図る。 

1,600 

27 特別 
課題16 

福岡県食鳥肉
販売業生活衛
生同業組合 

消費者への鶏肉の知識普及
促進 

   全国食鳥肉連合会が作成するテキスト及びガイド 
   ブックを活用し、事業者及び消費者向けの講習会を 
   開催し、食中毒事故発生の予防を図る。 

1,600 

28 特別 
課題16 

全国喫茶飲食
生活衛生同業
組合連合会 

食中毒防止とコーヒー文化創
造のための情報提供事業 

   食中毒予防に関する事業者向け・消費者向けパ 
   ンフレット等を作成・配布することにより、食中毒事故 
   予防を促進し、消費者の業界の取り組みに対する 
   理解を促進する。 

6,000 

29 特別 
課題8 

全国中華料理
生活衛生同業
組合連合会 

組織強化・活性化のための事
業 

   経営・調理技術講習会を開催し、調理技術の向 
   上・経営の安定化を促進するとともに、組合未結成 
   県に対する組織化を支援し、組織強化・活性化を図 
   る。 

5,000 

30 特別 
課題9 

東京都喫茶飲
食生活衛生同
業組合 

商店街活性化のための事業 

   次世代を担う若い女性層(子育て世代)を対象に、 
   都内の1つの商店街をモデルとし、ダイアリー手帳の配 
   付等のキャンペーンを通じ、地域商店街の魅力の再認 
   識、活性化を図る事業 

1,440 

31 特別 
課題15 

岩手県中華料
理生衛組合 

被災組合員支援事業 

  被害が甚大な沿岸部地域を中心に、調理器具・食 
  材等を持ち込み、現地の被災組合員を中心に炊きだ 
   しを行うことにより、被災営業者の自立復興への意欲を 
   促進する 

3,668 
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32 特別 
課題15 

宮城県中華料
理生衛組合 

宮城県中華料理業復興支援
キャンペーン事業 

 自立復興し、営業再開をした営業者が見られ始める 
   中、依然として厳しい経営環境に対してスタンプラリー 
   キャンペーンを展開し、被災営業者の経営の安定化を 
   目指す。 
   多賀城地区において、現地被災営業者を中心に炊 
   き出しを行い、被災者支援及び被災営業者の自立復 
   興への意欲を促進する 

2,760 

33 特別 
課題15 

福島県中華飲
食業生衛組合 

「太麺焼きそば」浪江町支援
事業 

 福島県浪江地区を中心に地域食である「太麺焼きそ 
   ば」の炊き出しを被災生衛業者が行うことにより、避難 
   を余儀なくされている被災者への支援と被災生衛業者 
   の自立復興への意欲を促進する 

3,468 

34 特別 
課題13 

全国社交飲食
業生活衛生同
業組合連合会 

後継者育成事業 
   組合組織の次世代リーダーを育成するための研修 
   会を開催し、業界の後継人材を確保し、組織強化・ 
   活性化を図る。 

8,000 

35 特別 
課題15 

岩手県社交事
業生衛組合 

「カラオケバス」による仮設住
宅・避難所等巡回事業 

  マイクロバスにカラオケ設備を装備した「カラオケバスで  
   仮設住宅街や避難所を訪問し、被災者に「歌う場」を 
   提供し、避難生活等のストレスを発散してもらい被災 
   者の心身的健康増進を図る 

6,683 

36 特別 
課題15 

福島県社交飲
食業生衛組合 

カラオケバス巡回事業 

  マイクロバスにカラオケ設備を装備した「カラオケバスで  
   仮設住宅街や避難所を訪問し、被災者に「歌う場」を 
   提供し、避難生活等のストレスを発散してもらい被災 
   者の心身的健康増進を図る 

9,000 

37 特別 
課題15 

岩手県料理業
生活衛生同業
組合 

平成２３年度東日本大震災
組合支援事業 

   被災営業者に対する相談対応、被災事業者によ 
   る炊出しの実施等により、被災組合員の自立復興、 
   被災地域の復興支援を図る。 

3,325 

38 特別 
課題15 

（財）全国生活
衛生営業指導
センター 

経営安定化事業（東日本大
震災復興支援事業） 

 被災地における生衛業に対する相談窓口の拡充等、 
   再建支援を都道府県指導センターを通じて行う 17,500 


